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木質バイオマス発電施設のFIT・FIP認定・導入状況

○ 全体としては、認定件数、導入件数（稼働件数）ともに増加。

○ 特に、小規模な未利用木材区分（間伐材等由来、2,000kW未満）の認定件数の増加ペースが大きい。

注１：RPSからの移行認定分を含まない。
注２：2015.3時点は、間伐材等由来区分の出力規模による区分はなし。
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宿毛市
高知市

高知市
松山市
内子町(2件)

上富田町

平川市 ⼋⼾市(2件)⻘森県

土浦市大子町(2件)
北茨城市

東海村ひたちなか市
神栖市(3件)常陸太田市 神栖市

茨城県
那須塩原市那珂川町 壬生町栃木県

さいたま市春日部市埼玉県

武豊町(3件)半田市豊橋市愛知県

米原市 滋賀県

大東市 大阪府

大淀町
奈良県

酒田市
最上町鶴岡市 米沢市

⻑井市
新庄市
高畠町

山形県

新潟市 三条市新発田市 村上市(2件) 新潟県

射水市 富山県

⻑野市
安曇野市飯田市
東御市 塩尻市 ⻑野県

大野市 あわら市 敦賀市 福井県

鳥取市 境港市(2件) 鳥取県
松江市 江津市 島根県

伊万里市 佐賀県

高知県
愛媛県

阿南市
小松島市
徳島県

多気町松阪市 松阪市松阪市 四日市市三重県

舞鶴市 京都府

大月市山梨県
小山町（2件）静岡県

和歌山県

市原市千葉県
小川町

赤穂市 朝来市 兵庫県丹波市赤穂市

基数区 分色

72主に未利用木材（2,000kW未満）
49主に未利用木材（2,000kW以上）

90主に一般木質・農作物残さ

8主にリサイクル材

219合計

○ 令和５年３月末現在、FIT･FIP新規認定を受けた木質バイオマス発電施設は、474か所の認
定が有効であり、このうち219か所が稼働。

○ 主に未利用木材を使用する木質バイオマス発電施設は、279か所の認定が有効であり、
このうち121か所が稼働（令和４年９月末から７か所の増加）。

■ 木質バイオマス発電施設の認定状況

※（）内は、RPSからF ITへの移行認定分を含めた数値

未利用木材
（間伐材等）

小計 （2,000kW未満） （2,000kW以上）

279件 213件 66件 182件 13件 474件
(286件) (217件) (69件) (193件) (39件) (518件)
121件 72件 49件 90件 8件 219件
(128件) (76件) (52件) (101件) (34件) (263件)

うち
稼働中

計画
認定済

一般木質・農作物
残さ(輸入材、製材

端材等)

リサイクル材
（建築廃材） 計主な燃料

資料：再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法 公表用ウェブサイト（資源エネルギー庁）等を参考に作成。令和５年３月末時点

ＦＩＴ・FIP新規認定を受けた木質バイオマス発電施設の稼働状況

■FIT･FIP開始後新規認定を受けた木質バイオマス発電施設の稼働状況

郡山市 会津若松市
相馬市

矢祭町⻄郷村福島県 田村市
いわき市(2件)

川崎市 横須賀市神奈川県 海老名市

静岡市
大牟田市(3件)

北九州市(2件)
筑前町

豊前市
福岡県

苅田町(2件)

北秋田市(2件)
潟上市 秋田市大仙市秋田県 大舘市(8件)

霧島市薩摩川内市
鹿児島市

枕崎市
鹿児島県

さつま町

南部町

佐伯市
大分市

日田市
豊後大野市 大分県

臼杵市 大分市

美咲町 真庭市新見市 笠岡市(2件) 岡山県真庭市

うるま市 沖縄県

宮古市花巻市
野田村一⼾町
大船渡市岩手県 花巻市

紫波町

気仙沼市 石巻市仙台市
川崎町柴田町

角田市宮城県
大崎市

沼田市(2件)川場村 前橋市東吾妻町(3件)群馬県 渋川市

新宮市
新宮市

荒尾市(2件)
⼋代市南小国町 熊本県菊池市

山口県

上山市

津和野町

平田村

本山町

裾野市

⼋代市

岩国市 防府市下関市 周南市(2件)

米子市

高岡市

富士市

多気町

有田川町

苫小牧市
紋別市

釧路市(2件)

白糠町

網走市
江別市

石狩市

室蘭市
北斗市

下川町北海道
当別町 網走市(2件)

川南町串間市
日向市日南市
日南市 宮崎県

都農町
都城市

廿日市市広島市 呉市 広島県海田町呉市

石狩市

徳島市

苫小牧市

浜田市

相生市

高山市
瑞穂市（2件）

岐阜県瑞穂市 土岐市
川辺町

津市

白河市

白井市 市原市

富士市
岩国市

2



木質バイオマス発電施設の稼働見込み（未利用木材区分）

3

50

2,000

5,000

10,000

20,000

出力（kW）

注）バイオマス比率考慮後

稼働中

未稼働

○ 主に未利用木材（間伐材等由来）を燃料として利用する発電施設だけを見ても、FIT･FIP認定済みで未稼働のも
のが158件あり（2023年3月末時点）、これらが全て稼働すると、40道府県で計279件となる。

○ 発電施設の稼働増に伴い、国産燃料材の需要も増加する見込み。

注）2023年3月末時点
RPSからのFIT移行認定分は含まない

主に間伐材等由来バイオマスを使用する発電施設の設置状況
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導入容量 未導入容量

FIT・FIPの導入状況（未利用木材区分、都道府県別）

4

（kW）

○ 今後も、主に未利用木材を使用する木質バイオマス発電施設が全国で稼働する見込み。特に、北海道、
岩手、山形、福島、岐阜、静岡、岡山では、10,000kW以上の導入が見込まれている。

注：RPSからの移行認定分を含まない。

資料：再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法 公表用ウェブサイト（資源エネルギー庁）を参考に作成。令和５年３月末時点

全国
未導入容量導入容量認定容量

237,366kW505,080kW742,446 kW

未利用木材区分の木質バイオマス発電施設の認定・導入状況（都道府県別）
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令和３（2021）年利用量 令和４（2022）年利用量

（千m3）

燃料用チップ（間伐材・林地残材等）の利用量（都道府県別）

○ 令和４年における間伐材・林地残材等を原料とする燃料用チップの利用量は、全国では前年比約10％増
加（22都道府県で増加、19県等で減少）。

全国
増減率令和４年令和３年

109.8％9,941千m39,050千m3

5

注：秘匿処理により、以下の都道府県は０としている。
Ｒ３ 埼玉、東京、神奈川、香川、佐賀、沖縄
Ｒ４ 埼玉、東京、香川、佐賀、沖縄 資料：農林水産省「木質バイオマスエネルギー利用動向調査」
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令和３（2021）年利用量 令和４（2022）年利用量

（千m3）

用材の素材生産量（都道府県別）

○ 令和４年の素材生産量（製材用材、合板用材、木材チップ用材の計。燃料材は含まない。）は、令和３
年度と比較し、全国では約１％増加（26都道府県で増加、17県等で減少）。

全国
増減率令和４年令和３年

101.1％22,082m321,847千m3

6

注：利用実績なしや秘匿処理により、以下の都道府県は０としている。
Ｒ３ 大阪、沖縄
Ｒ４ 埼玉、沖縄

資料：農林水産省「木材統計」



○ 国内での燃料材の集荷距離については、100km以下とする発電事業者が約８割（令和４年度）。

○ 一方、集荷距離100km超とする発電事業者の割合が増加するなど、平均集荷距離は年々増加する傾向。

燃料材の集荷範囲

7

出典：（一社）日本木質バイオマスエネルギー協会「木質バイオマス燃料の需給動向調査」（通常の集荷距離についての回答結果）
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